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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　絶縁ハウジングと、その絶縁ハウジングに装着された導電性シェルと、を含むコネクタ
本体部を備え、
　前記コネクタ本体部の両側端部に形成された軸受け部に嵌合回動アームの回動軸部が回
動自在に取り付けられ、前記コネクタ本体部に相手側コネクタが嵌合された際に前記嵌合
回動アームが嵌合作用位置まで回動されることによって、前記相手側コネクタとの嵌合状
態が保持されるように構成された電気コネクタにおいて、
　前記嵌合回動アームの回動軸部に、当該回動軸部と略同軸状に回動するカム部が設けら
れているとともに、
　そのカム部に圧接して前記嵌合回動アームを回動付勢するカム付勢手段が前記コネクタ
本体部に設けられたものであって、
　前記カム付勢手段は、前記嵌合回動アームを前記嵌合作用位置に向かわせる方向に前記
カム部を回動付勢する構成になされ、かつ
　前記カム部が、前記嵌合回動アームの回動軸部における軸方向端部分を略同軸状に捻り
変形させることによって一体的に形成されていることを特徴とする電気コネクタ。
【請求項２】
　前記カム付勢手段は、弾性板状部材からなる押圧板を有し、
　その押圧板が、前記カム部の一部に圧接可能に配置されていることを特徴とする請求項
１記載の電気コネクタ。
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【請求項３】
　前記カム付勢手段を構成する押圧板は、前記コネクタ本体部を構成する導電性シェルに
一体的に設けられていることを特徴とする請求項１記載の電気コネクタ。
【請求項４】
　前記カム部には、当該カム部の端面から略同軸状に突出し、少なくとも当該カム部より
小径に形成された支持軸が設けられ、
　その支持軸が、前記コネクタ本体部に回動自在に保持されていることを特徴とする請求
項１記載の電気コネクタ。
【請求項５】
　前記相手側コネクタに、前記嵌合作用位置まで回動された前記嵌合回動アームを前記嵌
合作用位置に保持する係止ロック部が設けられていることを特徴とする請求項１記載の電
気コネクタ。
【請求項６】
　前記嵌合回動アームには、前記嵌合作用位置まで回動されたときに前記コネクタ本体部
を覆う導電性カバーが設けられていることを特徴とする請求項１記載の電気コネクタ。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、相手側コネクタとの嵌合状態が嵌合回動アームによって保持されるように構
成された電気コネクタに関する。
【背景技術】
【０００２】
　複数の比較的細いケーブルや比較的小型なＦＰＣを、各種の電気部品が取り付けられる
ソリッド印刷配線基板等の主基板に電気的に接続するにあたって、主基板に取り付けられ
て電気的に接続された基板側の電気コネクタ（リセプタクルコネクタ等）に、複数のケー
ブルあるいはＦＰＣが連結された相手側コネクタ（プラグコネクタ等）を差し込むように
して嵌合させる構成が広く採用されている。そして、下記の特許文献にも記載がなされて
いるように、相手側コネクタとの嵌合状態を良好に保持させるために、コネクタ本体部に
回動自在に取り付けられた嵌合回動アームを設けておき、その嵌合回動アームを嵌合作用
位置まで回動させて両コネクタ同士を連結状態とし、それによって両コネクタ同士の抜脱
を防止することが行われている。
【０００３】
　このように嵌合回動アームが嵌合作用位置に回動された際には、その嵌合回動アームが
適宜の受け部により位置決めされることとなるが、従来においては、その嵌合作用位置に
ある嵌合回動アームの位置決め状態にガタ付きを生じていることがある。また、予定外の
負荷が嵌合回動アームに加えられた場合等に、当該嵌合回動アームがコネクタ本体部の受
け部から離脱するおそれがある。このように嵌合回動アームを備えた従来の電気コネクタ
では、嵌合回動アームの保持状態が不安定となって、両コネクタどうしの嵌合状態を良好
に維持することができないおそれがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】実開昭６２－１７８４６９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　そこで本発明は、簡易な構成の嵌合回動アームによって相手側コネクタとの嵌合状態を
良好に維持することができるようにした電気コネクタを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】



(3) JP 5182334 B2 2013.4.17

10

20

30

40

50

【０００６】
　上記目的を達成するため、本発明においては、絶縁ハウジングに導電性シェルが装着さ
れたコネクタ本体部の軸受け部の両側端部に嵌合回動アームの回動軸部が回動自在に取り
付けられ、前記コネクタ本体部に相手側コネクタが嵌合された際に前記嵌合回動アームが
嵌合作用位置まで回動されることによって、前記相手側コネクタとの嵌合状態が保持され
るように構成された電気コネクタにおいて、前記嵌合回動アームの回動軸部に、当該回動
軸部と略同軸状に回動するカム部が設けられているとともに、そのカム部に圧接して前記
嵌合回動アームを回動付勢するカム付勢手段が前記コネクタ本体部に設けられたものであ
って、前記カム付勢手段は、前記嵌合回動アームを前記嵌合作用位置に向かわせる方向に
前記カム部を回動付勢する構成になされている。
【０００７】
　このような構成によれば、嵌合回動アームが嵌合作用位置に向かって回動された際に、
カム付勢手段からカム部を介して嵌合作用位置に向かう方向の回動付勢力が嵌合回動アー
ムに付与され、嵌合作用位置まで回動された嵌合回動アームが嵌合作用位置から離脱しに
くくなって両コネクタ同士の嵌合状態が良好に維持される。
　また、嵌合作用位置において、嵌合回動アームの操作方向にカム部からの付勢力が付与
されることから作業者がクリック感を得ることが出来、作業性の良さが高まる。
【０００８】
　また、本発明における前記カム部は、前記嵌合回動アームの回動軸部における軸方向端
部分を略同軸状に捻り変形させることによって一体的に形成されていることが望ましい。
【０００９】
　このような構成によれば、嵌合回動アームに簡易な工程を付与するのみでカム部の製造
が効率的に行われる。
【００１０】
　また、本発明では、前記カム付勢手段は、弾性板状部材からなる押圧板を有し、その押
圧板が、前記カム部の一部に圧接可能に配置された構成とすることが望ましい。
【００１１】
　このような構成によれば、カム付勢手段を簡易な構成とすることが可能となる。
【００１２】
　また、本発明では、前記カム付勢手段を構成する押圧板は、前記コネクタ本体部を構成
する導電性シェルに一体的に設けられていることが望ましい。
【００１３】
　このような構成によれば、カム付勢手段が導電性シェルとともに効率的に製造されると
ともに、導電性シェルを基準としてカム部材に対する位置決めが容易かつ精度良く行われ
る。
【００１４】
　また、本発明では、前記カム部には、当該カム部の端面から略同軸状に突出し、少なく
とも当該カム部より小径に形成された支持軸が設けられ、その支持軸が、前記コネクタ本
体部に回動自在に保持されていることが望ましい。
【００１５】
　このような構成によれば、カム部及び嵌合回動アームが、支持軸を中心として安定的に
回動されるとともに、当該カム部より小径に形成された支持軸を保持する軸受け部を小型
に形成することが出来る為、電気コネクタの小型化が可能である。
【００１６】
　また、本発明では、前記相手側コネクタに、前記嵌合作用位置まで回動された前記嵌合
回動アームを前記嵌合作用位置に保持する係止ロック部が設けられていることが望ましい
。
【００１７】
　このような構成によれば、カム付勢手段及びカム部による嵌合回動アームの保持作用に
加えて、係止ロック部の保持作用が嵌合回動アームに付与されるため、嵌合回動アームが
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嵌合作用位置に、より確実に保持される。
【００１８】
　また、本発明では、前記嵌合回動アームには、前記嵌合作用位置まで回動されたときに
前記コネクタ本体部及び相手側コネクタを覆う導電性カバーが設けられていることが可能
である。
【００１９】
　このような構成によれば、導電性カバーが自身のコネクタ本体部、及び相手側コネクタ
を覆うことによって、使用時における電気コネクタの電磁遮断（シールド）機能が高めら
れるとともに、嵌合回動アーム全体の剛性が増大されることによって、当該嵌合回動アー
ムの回動操作が安定的に行われる。
【発明の効果】
【００２０】
　上述のように本発明は、相手側コネクタとの嵌合状態を保持する嵌合回動アームを嵌合
作用位置に回動した際に、カム付勢手段からの回動付勢力がカム部を介して嵌合回動アー
ムに嵌合作用位置の方向に付与されて嵌合回動アームが嵌合作用位置から離脱しにくくな
り、両コネクタどうしの嵌合状態を良好に維持させるように構成したものであるから、嵌
合回動アームによって相手側コネクタとの嵌合状態を良好に維持することが出来、簡易な
構成で電気コネクタの信頼性を大幅に高めることが出来る。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の一実施形態にかかるプラグコネクタを相手側コネクタとしてのリセプタ
クルコネクタに近接させた状態を表した外観斜視説明図である。
【図２】図１の状態からプラグコネクタを移動させてリセプタクルコネクタ内に差し込み
嵌合した状態を表した外観斜視説明図である。
【図３】図２の状態から嵌合回動アームを嵌合作用位置に回動させた状態を表した外観斜
視説明図である。
【図４】図１に示されたプラグコネクタ単体の状態を示し、さらに上方側の導電性シェル
を取り外した状態を表した外観斜視説明図である。
【図５】図１に示されたプラグコネクタ単体の状態を示し、さらに嵌合回動アームを嵌合
作用位置に回動させた状態を表した平面説明図である。
【図６】（ａ）は図５中の VI－VI 線に沿ったプラグコネクタの単体の横断面説明図であ
り、（ｂ）は（ａ）にかかるプラグコネクタにリセプタクルコネクタを嵌合させた状態を
表した横断面説明図である。
【図７】（ａ）は図１～図６に示されたプラグコネクタに採用されている嵌合回動アーム
単体の構成を表した外観斜視説明図であり、（ｂ）は同図（ａ）に示す回動軸部の部分拡
大図である。
【図８】図１中の VIII－VIII 線に沿った断面形状を表した部分縦断面斜視説明図である
。
【図９】図１中の IX－IX 線に沿った断面形状を表した部分横断面斜視説明図である。
【図１０】図９の状態からカム部が嵌合作用位置に回動した状態を表した部分横断面斜視
説明図である。
【図１１】本発明の他の実施形態にかかるプラグコネクタを相手側コネクタとしてのリセ
プタクルコネクタに近接させた状態を表した外観斜視説明図である。
【図１２】図１１の状態からプラグコネクタを移動させてリセプタクルコネクタ内に差し
込み嵌合させ、嵌合回動アームを嵌合作用位置に回動させた状態を表した外観斜視説明図
である。
【図１３】図１２に示されたプラグコネクタ単体の状態を示し、さらに嵌合回動アームを
嵌合作用位置に回動させた状態を表した平面説明図である。
【図１４】（ａ）は図１３中の XIV－XIV 線に沿ったプラグコネクタ単体の横断面説明図
であり、（ｂ）は（ａ）にかかるプラグコネクタにリセプタクルコネクタを嵌合させた状
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態を表した横断面説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、本発明の実施の形態を図面に基づいて詳細に説明する。
【００２３】
［電気コネクタ組立体について］
　図１～図１０に示された本発明の一実施形態にかかる電気コネクタ組立体は、信号伝送
媒体としての細線同軸ケーブルＳＣを印刷配線基板ＢＳ側に接続するためのものであって
、細線同軸ケーブルＳＣの端末部分を連結された本発明にかかる電気コネクタとしてのプ
ラグコネクタ１０が、印刷配線基板ＢＳ上に形成された配線パターンに半田接続された相
手側コネクタとしてのリセプタクルコネクタ２０に略水平方向に差し込まれて嵌合された
構成になされたものである。
【００２４】
　以下において、印刷配線基板ＢＳの表面の延在方向を「水平方向」とし、その印刷配線
基板ＢＳの表面に垂直な方向を「高さ方向」とする。また、プラグコネクタ１０において
は、嵌合時に差し込む方向の端縁部を「前端縁部」、その反対側の端縁部を「後端縁部」
とし、リセプタクルコネクタ２０においては、プラグコネクタ１０が嵌合時に差し込まれ
る側の端縁部を「前端縁部」、その反対側の端縁部を「後端縁部」とする。
【００２５】
　これらのプラグコネクタ１０及びリセプタクルコネクタ２０は、一方向に向かって長尺
状に延在しているが、その長尺延在方向を「コネクタ長手方向」とする。このとき、上述
した細線同軸ケーブルＳＣは、「コネクタ長手方向」に沿って複数本のものが多極状をな
すように隣接して配列された構成になされている。
【００２６】
［プラグコネクタについて］
　このような電気コネクタ組立体の一方側の電気コネクタを構成するプラグコネクタ１０
のコネクタ本体部は、合成樹脂等の絶縁性材料によって形成された絶縁ハウジング１１を
有しているとともに、その絶縁ハウジング１１の外表面を覆って外部からの電磁波ノイズ
等を遮断する上下の導電性シェル１２ａ，１２ｂを備えている。すなわち、絶縁ハウジン
グ１１とともにコネクタ本体部を構成している導電性シェルは、絶縁ハウジング１１を上
下から挟むように装着された上部導電性シェル１２ａおよび下部導電性シェル１２ｂから
なり、当該導電性シェルのコネクタ長手方向両側端部には、後述する軸受け部を介して相
手側コネクタとしてのリセプタクルコネクタ２０との嵌合状態を保持する嵌合回動アーム
１３が回動自在に取り付けられている。
【００２７】
　また、同じくコネクタ本体部を構成している絶縁ハウジング１１には、複数の導電コン
タクト１４が、コネクタ長手方向に沿って多極状をなすようにして適宜にピッチ間隔で配
列されている。それらの各導電コンタクト１４は、図６に示される様に金属材料が屈曲さ
れて形成されたものであって、前記絶縁ハウジング１１の上表面において前後方向に延在
するように配置されている。本実施形態における各導電コンタクト１４は、隣接するもの
同士が略同一形状をなすように形成されている。
【００２８】
　一方、前記各導電コンタクト１４の後端側部分（図６の右端側部分）には、上述した細
線同軸ケーブル（信号伝送媒体）ＳＣが電気的に接続されている。すなわち、各細線同軸
ケーブルＳＣは、信号伝送用の中心導体ＳＣ１の外周側を、接地用の外部導体ＳＣ２が同
心状に取り囲む構成になされており、当該細線同軸ケーブルＳＣの端末部分が皮剥きされ
ることによって露出状態になされ、外部導体ＳＣ２から前方側に向かって中心導体ＳＣ１
が突出した構造に予め成形されている。そのうちの中心導体ＳＣ１は、前記導電コンタク
ト１４の後端側部分（図６の右端側部分）に対して上方側から載置されており、そのよう
な接触配置状態で半田接合が行われている。このときの半田接合は、多極配列方向の全て
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のものに対して一括して行われる。
【００２９】
　また、上述した細線同軸ケーブル（信号伝送媒体）ＳＣの外部導体ＳＣ２には、上下両
側から挟み込むようにして一対のグランドバーＳＣ３，ＳＣ３が接触配置されている。こ
れらの各グランドバーＳＣ３は、コネクタ長手方向に延在する薄板状の金属部材から形成
されており、多極状に配列された全ての外部導体ＳＣ２に対して一括的に半田接合されて
いる。これらの各グランドバーＳＣ３には、上部導電性シェル１２ａおよび下部導電性シ
ェル１２ｂのそれぞれ一部が接触する配置関係になされており、例えば上部導電性シェル
１２ａの上面部に片持ち舌片状をなすように形成された接触バネ部１２ａ１がグランドバ
ーＳＣ３の表面に弾性的に接触している。
【００３０】
　また、上述した絶縁ハウジング１１の前端縁部には、嵌合相手側のリセプタクルコネク
タ２０の内部に差し込まれる嵌合凸部１１ａが、コネクタ長手方向に沿って薄板状に延在
するように設けられている。そして、このプラグコネクタ１０の嵌合凸部１１ａが、嵌合
相手側のリセプタクルコネクタ２０の内部に差し込まれた際に（図６（ｂ）参照）、プラ
グコネクタ１０側の上部導電性シェル１２ａの前端縁部がリセプタクルコネクタ２０側の
導電性シェル２２の上面側に面接触するとともに、プラグコネクタ１０側の下部導電性シ
ェル１２ｂの前端縁部がリセプタクルコネクタ２０側の導電性シェル２２の下面側に面接
触し、その導電性シェル同士の接触によって、後述するように接地用のグランド回路が形
成される構造になされている。リセプタクルコネクタ２０の導電性シェル２２については
、後段において説明する。
【００３１】
　絶縁ハウジング１１の前端縁部に設けられた嵌合凸部１１ａは、コネクタ長手方向に沿
って薄板状に延在するように設けられていて、当該嵌合凸部１１ａの上面には、上述した
導電コンタクト１４の前端側部分（図６の左端側部分）が多極電極状をなすように配置さ
れている。この導電コンタクト１４の前端側部分は、プラグコネクタ１０がリセプタクル
コネクタ２０に嵌合された際に（図６（ｂ）参照）、後述するリセプタクルコネクタ２０
側の導電コンタクト２３に弾性的に接触され、それによって信号伝送回路が形成される構
造になされている。
【００３２】
　一方、上述したように上部導電性シェル１２ａと下部導電性シェル１２ｂとは、図４、
および図９に示されるように絶縁ハウジング１１を上下から挟み込むようにして装着され
た構造になされており、適宜に設けられた係止部によって両者が連結状態に保持される構
成になされている。そのうち下部導電性シェル１２ｂのコネクタ長手方向両端部分には、
軸受け部１２ｂ１，１２ｂ１がそれぞれ外方に突出するように設けられており、それらの
軸受け部１２ｂ１，１２ｂ１の外方側を囲うように上部導電性シェル１２ａの軸受けカバ
ー１２ａ２が形成されている。当該軸受けカバー１２ａ２の上面側には、後述するカム押
圧片１２ａ３が舌片状をなすように設けられている。
【００３３】
　また、下部導電性シェル１２ｂに設けられた両軸受け部１２ｂ１，１２ｂ１には、嵌合
回動アーム１３の回動軸部１３ａ，１３ａが回動可能となるように取り付けられており、
それによって当該嵌合回動アーム１３が、図示において略直角に立てられた「嵌合開放位
置」と、略水平に押し倒された「嵌合作用位置」との間で回動操作される。
【００３４】
　より具体的には図７に示されているように、前記嵌合回動アーム１３は、上述した下部
導電性シェル１２ｂの軸受け部１２ｂ１，１２ｂ１の内部に挿入される一対の回動軸部１
３ａ，１３ａを有している。これら一対の回動軸部１３ａ，１３ａは、コネクタ長手方向
に略一直線上をなすように延在しており、コネクタ長手方向の内端面が互いに対面するよ
うに配置されている。また、これらの各回動軸部１３ａの軸方向（コネクタ長手方向）外
端部分からは、略直角に折れ曲がって回動半径方向に延出する連結腕部１３ｂがそれぞれ



(7) JP 5182334 B2 2013.4.17

10

20

30

40

50

設けられている。さらに、それらの各連結腕部１３ｂの延出方向先端部分、つまり半径方
向の外端部分同士は、コネクタ長手方向に延在する操作レバー部１３ｃによって一体的に
連結されている。
【００３５】
　ここで、嵌合回動アーム１３の各回動軸部１３ａには、後述するような非円形状の外周
面を有するカム部１３ｄが設けられているとともに、そのカム部１３ｄの内方側の端面か
らは、小径状をなすように形成された小径支持軸部１３ｅが、前記回動軸部１３ａの軸方
向（コネクタ長手方向）の内方側に向かって突出するように設けられている。この小径支
持軸部１３ｅは、円形状に近い多角形状からなる横断面形状を有しており、これらの各小
径支持軸部１３ｅに対応して前記絶縁ハウジング１１のコネクタ長手方向両端部分には、
特に図８に示されているような一対の軸保持部１１ｃ，１１ｃが立設されている。これら
の両軸保持部１１ｃ，１１ｃは、前記各小径支持軸部１３ｅを径方向の両側から挟むよう
に配置されており、それら一対の軸保持部１１ｃ，１１ｃ同士の間に小径支持軸部１３ｅ
が一定位置で回動されるように保持され、それによって嵌合回動アーム１３の全体が上述
した小径支持軸１３ｅを中心として回動されるようになっている。
【００３６】
　このような小径支持軸１３ｅを設けて回動可能に保持する構成としておけば、カム部１
３ｄを含む嵌合回動アーム１３の全体が、当該小径支持軸１３ｅを中心として安定的に回
動されることとなる。また、本実施形態にかかる小径支持軸１３ｅは、カム部１３ｄより
小径に形成されているため、その小径支持軸１３ｅを保持する軸保持部１１ｃ，１１ｃが
小型になされることとなって電気コネクタの小型化が可能となる。
【００３７】
　一方、特に図７（ｂ）に示されているようにカム部１３ｄは、楕円形状に近い扁平の多
角形状からなる横断面形状を有しており、その横断面形状の一方向が長径になされている
とともに、当該長径の方向と直交する方向において短径になされている。すなわち、当該
異形状を有するカム部１３ｄは、回動時に半径が増減される構成になされている。
【００３８】
　ここで、本実施形態におけるカム部１３ｄは、上述した連結腕部１３ｂが直角に折れ曲
がってコネクタ内方側に延びる当該連結腕部１３ｂの基端側部分と同一の横断面形状を有
しているが、両者の回転方向の位置がややずらされた配置関係とされている。この点を詳
細に言うと、嵌合回動アーム１３の回動軸部１３ａの一部を構成しているカム部１３ｄは
、当該カム部１３ｄの直立状態、つまりその長辺の向きが垂直方向である時を０°とし、
かつ図９に示すカム部１３ｄにおける右回りを（＋）方向とすると、嵌合回動アームが「
嵌合作用位置」時に（－）４５°の回動角度となり、「嵌合開放位置」時に（＋）４５°
の回動角度になるように形成している。
【００３９】
　このようなカム部１３ｄの具体的な製造行程としては、まずカム部１３ｄを形成する前
に、連結腕部１３ｂの基端側部分、つまり当該連結腕部１３ｂの回動中心近傍で略直角に
折れ曲がってコネクタ内方側に延びる部分を、前記カム部１３ｄに相当する部位まで含む
ように略直線状に形成しておく。次いで、そのカム部１３ｄが設けられる前の段階にある
連結腕部１３ｂの略直線状延在部分の一部、つまりカム部１３ｄに相当する部位に対して
同軸的に略４５°にわたって捻られる工程が施される。それによってカム部１３ｄが、連
結腕部１３ｂの基端側部分と軸方向に隣接した位置に略４５°だけ角度がずらされた状態
で一体的に設けられる。このようにすれば、カム部１３ｄの製造が、嵌合回動アーム１３
に簡易な工程を付与するのみで効率的に行われ、カム部１３ｄの断面形状は、プレス加工
等により、変形する事無く、捻り加工によってのみ形成される。
【００４０】
　また、その回動軸部１３ａに設けられたカム部１３ｄに対応して、上部導電性シェル１
２ａの軸受けカバー１２ａ２には、弾性板状部材からなるカム押圧片１２ａ３がカム付勢
手段を構成するように設けられている。このカム押圧片１２ａ３は、特に図３、および図
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８に示されるように、上部導電性シェル１２ａの軸受けカバー１２ａ２の上面側部分を一
部抜き落して舌片状に形成したものであって、当該カム押圧片１２ａ３の高さが、前記カ
ム部１３ｄの長径方向における頂点部の最大高さ位置よりもやや低い位置となるように配
置されている。このような配置関係によって、カム押圧片１２ａ３がカム部１３ｄの頂点
部に圧接することとなり、当該カム押圧片１２ａ３から弾性的な作用力がカム部１３ｄに
付与されることによってカム部１３ｄが左右両回動方向のいずれかに付勢される構成にな
されている。
【００４１】
　上述したようなカム押圧片１２ａ３から付与される弾性付勢力によってカム部１３ｄは
、その長径部が直立しない状態、すなわち図９又は図１０に示されているように左右両回
動方向のいずれかの方向に傾斜した状態となるように当該カム部１３ｄは回動付勢され、
その結果、嵌合回動アーム１３の全体を、上述した「嵌合開放位置」又は「嵌合作用位置
」のいずれかに向かわせる方向に回動付勢が行われる構成になされている。また、本実施
形態においてカム押圧片１２ａ３から付与される弾性付勢力は、カム部１３ｄが「嵌合作
用位置」になされた状態においても、同様な方向に適正な付勢力が付与されるように設定
されており、そのように設定することによって嵌合回動アーム１３をより確実に保持でき
る構成としている。
【００４２】
　このように、カム付勢手段としてのカム押圧片１２ａ３を弾性板状部材から形成してお
けば、カム付勢手段を簡易な構成とすることが可能となる。また本実施形態においては、
カム付勢手段を構成するカム押圧片１２ａ３が、コネクタ本体部を構成する上部導電性シ
ェル１２ａに一体的に設けられていることから、そのカム押圧板（カム付勢手段）１２ａ
３が上部導電性シェル１２ａとともに効率的に製造されると同時に、下部導電性シェル１
２ｂを基準としてカム部１３ｄに対するカム押圧板１２ａ３の位置決めが、上部導電性シ
ェル１２ａを介して容易かつ精度良く行われる。
【００４３】
［リセプタクルコネクタについて］
　一方、電気コネクタ組立体における他方の相手側コネクタを構成するリセプタクルコネ
クタ２０は、特に図１及び図６（ｂ）に示されているように、合成樹脂等の絶縁材料によ
って形成された絶縁ハウジング２１を有しているとともに、その絶縁ハウジング２１の外
表面を覆って外部からの電磁波ノイズ等を遮断する導電性シェル２２を備えている。
【００４４】
　絶縁ハウジング２１には、複数の導電コンタクト２４が、コネクタ長手方向に沿って多
極状をなすようにして適宜にピッチ間隔で配列されている。それらの各導電コンタクト２
４は、弾性を有するビーム状の金属材料が屈曲されて形成されており、前記絶縁ハウジン
グ２１に設けられた溝状部内に前後方向に延在するように配置されている。これらの各導
電コンタクト２４は、隣接するもの同士が略同一形状をなすように形成されている。
【００４５】
　一方、前記各導電コンタクト２４の後端側部分（図６（ｂ）の左端側部分）には、下方
側に向かって階段状をなすように折り曲げ形成された接続脚部２４ａが設けられており、
その接続脚部２４ａが、上述した印刷配線基板ＢＳ上に形成された信号伝送用の印刷配線
パターン（導電路）上に半田接合されて電気的に接続されている。このときの半田接合は
、多極配列方向の全てのものに対して一括して行われる。
【００４６】
　また、上述した各導電コンタクト２４の前端側部分（図６の右端側部分）には、下方側
に向かって小湾曲形状をなすようにして折り曲げ形成された接点部２４ｂが設けられてい
る。それらの各接点部２４ｂは、リセプタクルコネクタ２０に嵌合されたプラグコネクタ
１０の導電コンタクト１４に対して上方側から弾性的に接触される配置関係になされてお
り、それによって前記接点部２４ｂから接続脚部２４ａを介して印刷配線基板ＢＳに至る
信号伝送回路が形成される構造になされている。
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【００４７】
　さらに、導電性シェル２２は、その上下前端縁部において、当該リセプタクルコネクタ
２０に嵌合されたプラグコネクタ１０の上部導電性シェル１２ａの上面部分、下部導電性
シェル１２ｂの下面部分に対して弾性的に面接触する構成になされているとともに、図２
に示される様に、その導電性シェル２２におけるコネクタ長手方向の両端部分には、複数
のホールドダウン２２ａが、コネクタ長手方向の外方側、及び後端側に向かって略水平に
延出するように設けられている。これらのホールドダウン２２ａは、上述した印刷配線基
板ＢＳ上に形成された接地用の印刷配線パターン（導電路）上に半田接合されて電気的に
接続されており、それによって、導電性シェル２２から印刷配線基板ＢＳに至るグランド
回路が形成されるとともに、リセプタクルコネクタ２０の全体が固定されるようになって
いる。
【００４８】
　また、前記導電性シェル２２のコネクタ長手方向の両端部分には、上述したプラグコネ
クタ１０側に設けられた嵌合回動アーム１３に対応して係止ロック部２２ｂが設けられて
いる。それらの各係止ロック部２２ｂは、上述した「嵌合作用位置」まで回動された嵌合
回動アーム１３を「嵌合作用位置」に保持する構成を有するものであって、コネクタ長手
方向の外方に向かって湾曲凸形状をなして突出するように設けられている。そして、上述
したように嵌合回動アーム１３が「嵌合作用位置」まで下降される直前に、当該嵌合回動
アーム１３の連結腕部１３ｂが係止ロック部２２ｂの湾曲凸形状を乗り越えるようにして
下降し、その後に係止ロック部２２ｂの下方位置、つまり「嵌合作用位置」に当該嵌合回
動アーム１３が保持されるように構成されている。
【００４９】
　なお、「嵌合作用位置」に保持された嵌合回動アーム１３に、上記操作方向と反対方向
に向かって操作力を付与し、そのときの操作力が係止ロック部２２ｂの弾性力を越えた場
合には、嵌合回動アーム１３の連結腕部１３ｂが係止ロック部２２ｂの湾曲凸形状を乗り
越えるようにして上昇し、当該嵌合回動アーム１３が「嵌合作用位置」から「嵌合開放位
置」向かって離脱されることとなる。
【００５０】
　このような実施形態によれば、嵌合回動アーム１３が「嵌合作用位置」に向かって回動
された際に、カム押圧片（カム付勢手段）１２ａ３からカム部１３ｄを介して「嵌合作用
位置」に向かう方向の回動付勢力が嵌合回動アーム１３に付与されることから、「嵌合作
用位置」まで回動された嵌合回動アーム１３が「嵌合作用位置」から離脱しにくくなって
両コネクタ１０，２０同士の嵌合状態が良好に維持される。また、「嵌合作用位置」にお
いて嵌合回動アーム１３に操作方向の付勢力が付与されることから、作業者がクリック感
を得ることが出来、作業性の良さが高まる。
【００５１】
　さらに、本実施形態では、相手側コネクタとしてのリセプタクルコネクタ２０に係止ロ
ック部２２ｂを設けて、「嵌合作用位置」まで回動された嵌合回動アーム１３を「嵌合作
用位置」に保持するように構成されていることから、上述したカム押圧片（カム付勢手段
）１２ａ３及びカム部１３ｄによる嵌合回動アーム１３の保持作用に加えて、係止ロック
部２２ｂの保持作用が嵌合回動アーム１３に付与されることとなり、嵌合回動アーム１３
が「嵌合作用位置」に一層確実に保持される。
【００５２】
　なお、嵌合回動アーム１３が「嵌合開放位置」に向かって回動される場合には、カム押
圧片（カム付勢手段）１２ａ３からカム部１３ｄを介して「嵌合開放位置」に向かう方向
の回動付勢力が嵌合回動アーム１３に付与されることから、「嵌合開放位置」まで回動さ
れた嵌合回動アーム１３が「嵌合開放位置」に適宜の保持力で維持される。「嵌合開放位
置」についても嵌合回動アーム１３に操作方向の付勢力が付与されることから、作業者が
クリック感を得ることが出来、作業性が高まる。
【００５３】
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　次に、上述した第１の実施形態と同一の構成部材に対して同一の符号を付した図１１～
図１４にかかる第２の実施形態では、プラグコネクタ１０の嵌合回動アーム１３に導電性
カバー１３ｆが設けられた構成が採用されている。この導電性カバー１３ｆは、薄板平板
状部材から形成されており、操作レバー部１３ｃと、その両側の連結腕部１３ｂ，３ｂと
の間に囲まれる嵌合回動アーム１３の内方側領域を閉塞するように一体的に形成されてい
る。
【００５４】
　さらに、本実施形態における操作レバー部１３ｃ及び連結腕部１３ｂは、立て壁状のフ
ランジ構造をなすように形成されており、嵌合回動アーム１３が「嵌合作用位置」まで回
動されたときに、プラグコネクタ１０自身のコネクタ本体部、及び相手側コネクタとして
のリセプタクルコネクタ２０のほぼ全体が、嵌合回動アーム１３によって上方側から覆わ
れる構成になされている。この実施形態の場合、嵌合回動アーム１３の連結腕部１３ｂに
切欠き１３ｇが設けられており、その切欠き１３ｇが、リセプタクルコネクタ２０に設け
られた係止ロック部２２ｂに係止して当該嵌合回動アーム１３が保持され、各コネクタの
嵌合状態が維持される。
【００５５】
　また、この実施形態の場合、プラグコネクタ１０における上部導電性カバー１２ａの上
面にはコネクタの長手方向に複数のバネ状突起１２ａ４が設けられている。それらの各バ
ネ状突起１２ａ４は、上方に一様に曲げた状態で形成されていて、嵌合回動アーム１３が
「嵌合作用位置」に回動されたときに、導電性カバー１３ｆの内面側が前述したバネ状突
起１２ａ４に対して弾性力をもった状態で接触する構成になされている。つまり、プラグ
コネクタ１０における接地用のグランド回路が、コネクタの長手方向に渡り略等間隔をお
いて複数箇所接触するように形成されることとなり、その導電性カバー１３ｆから連結腕
部１３ｂ及びリセプタクルコネクタ２０の導電性シェル２２を通じて、接地用の印刷配線
パターン（導電路）上に電気的に接続される。この為、通常の接地回路よりも伝送距離が
短くなる為に良好なシールド特性を得ることが出来る。
【００５６】
　このような第２の実施形態にかかる構成によれば、導電性カバー１３ｆが、プラグコネ
クタ１０のコネクタ本体部、及び相手側コネクタとしてのリセプタクルコネクタ２０を側
面も含めて全体を覆うことによって、使用時における電気コネクタ１０，２０の電磁遮断
（シールド）機能が高められるとともに、嵌合回動アーム１３全体の剛性が増大されるこ
とによって、当該嵌合回動アーム１３の回動操作が安定的に行われ、また嵌合回動アーム
１３を用いてプラグコネクタ１０をリセプタクルコネクタ２０から抜去する場合において
も破損することが無い。
【００５７】
　以上、本発明者によってなされた発明を実施形態に基づき具体的に説明したが、本実施
形態は上述した実施形態に限定されるものではなく、その要旨を逸脱しない範囲で種々変
形可能であるというのはいうまでもない。
【００５８】
　例えば、嵌合回動アーム１３の回動軸部１３ａに対するカム部１３ｄは、前述した様に
（＋）４５°、（－）４５°の角度の振分けになるように形成したが、その振分け角度に
ついては特に限定されるものではなく、同一角度の振分けではなく異なる角度の振分けと
してもよい。つまり「嵌合作用位置」に嵌合回動アームが位置した時に、カム部１３ｄが
カム押圧片１２ｂ１によって保持される様に圧力が掛かれば同様の効果を得ることが出来
る。
【００５９】
　さらに、上述した実施形態では、カム付勢手段をコネクタ本体部の導線性シェルに設け
ているが、同じくコネクタ本体部を構成する絶縁ハウジングにカム付勢手段を設けること
も可能である。さらにまた、導電性シェルを上部導電性シェル、および下部導電性シェル
の２分割した構造で形成し、下部導電性シェルに軸受け部を形成したが、軸受け部は上部
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導電性シェルに設けても良く、あるいは２分割した構造でなく、一体化して形成しても良
い。
【００６０】
　また、上述した実施形態では、多極状に配置された導電コンタクトが略同一形状をなす
ように形成されているが、互いに異なる形状とすることも可能である。
【００６１】
　さらに、上述した実施形態は、水平嵌合型の電気コネクタに本発明を適用したものであ
るが、垂直嵌合型の電気コネクタに対しても同様に適用することができる。
【００６２】
　さらにまた、本発明は、上述した実施形態のような多極状に配置された細線同軸ケーブ
ル用コネクタに限定されることはなく、単体の細線同軸ケーブル用コネクタや、細線同軸
ケーブルと絶縁ケーブルとが複数混合したタイプの電気コネクタや、フレキシブル配線基
板等が連結される電気コネクタ等についても同様に適用することが可能である。
【産業上の利用可能性】
【００６３】
　以上のように本実施形態は、各種電気機器に使用される多種多様な電気コネクタに対し
て広く適用することが可能である。
【符号の説明】
【００６４】
　ＳＣ　細線同軸ケーブル
　ＳＣ１　中心導体
　ＣＳ２　外部導体
　ＳＣ３　グランドバー
　ＢＳ　印刷配線基板
　１０　プラグコネクタ
　１１　絶縁ハウジング
　１１ａ　嵌合凸部
　１１ｃ　軸保持部
　１２　導電性シェル
　１２ａ　上部導電性シェル
　１２ａ１　接触バネ部
　１２ａ２　軸受けカバー
　１２ａ３　カム押圧片（カム付勢手段）
　１２ａ４　バネ状突起
　１２ｂ　下部導電性シェル
　１２ｂ１　軸受け部
　１３　嵌合回動アーム
　１３ａ　回動軸部
　１３ｂ　連結腕部
　１３ｃ　操作レバー部
　１３ｄ　カム部
　１３ｅ　小径支持軸部
　１３ｆ　導電性カバー
　１３ｇ　切欠き
　１４　導電コンタクト
　２０　リセプタクルコネクタ（相手側コネクタ）
　２１　絶縁ハウジング
　２２　導電性シェル
　２３　導電コンタクト
　２２ａ　ホールドダウン
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　２２ｂ　係止ロック部
　２４　導電コンタクト
　２４ａ　接続脚部
　２４ｂ　接点部

【図１】 【図２】
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